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調達先に対する自社の人権方針への準拠要請正誤表

正誤

報告書P.60
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（注）①nはいずれの図も回答企業数から「無回答」を除いた企業数。②「準拠を求めている」企業は、「海外の調達先企業にも自社のサプライチェーンにおける人権方針へ
の準拠を求めている」、「国内の調達先企業にも自社のサプライチェーンにおける人権方針への準拠を求めている」のいずれかを回答した企業。
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海外の調達先への準拠要請国内の調達先への準拠要請

海外の調達先へ準拠を求めている（上位５業種）

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=34) 35.3

医療品・化粧品(n=45) 20.0

木材・木製品／家具・建材／紙パルプ(n=40) 20.0

窯業・土石(n=22) 18.2

金融・保険(n=34) 17.6

国内の調達先へ準拠を求めている（上位５業種）

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=34) 32.4

窯業・土石(n=22) 27.3

石油・プラスチック・ゴム製品(n=67) 23.9

自動車・同部品／その他輸送機器(n=61) 23.0

繊維・織物／アパレル(n=80) 22.5
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（注）①nはいずれの図も回答企業数から「無回答」を除いた企業数。②「準拠を求めている」企業は、「海外の調達先企業にも自社のサプライチェーンにおける人権方針へ
の準拠を求めている」、「国内の調達先企業にも自社のサプライチェーンにおける人権方針への準拠を求めている」のいずれかを回答した企業。

海外の調達先への準拠要請国内の調達先への準拠要請

国内外いずれかの調達先へ準拠を求めている（上位7業種）

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=49) 30.6

窯業・土石(n=29) 24.1

繊維・織物／アパレル(n=104) 23.1

石油・プラスチック・ゴム製品(n=86) 22.1

自動車・同部品／その他輸送機器(n=78) 21.8

精密機器(n=74) 21.6

木材・木製品／家具・建材／紙パルプ(n=50) 20.0
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